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基準協会の動き

第三者評価

平成 24年度

●評価員候補者対象説明会を開催しました

　去る 5 月 31 日（木）、東京「文京学院短期

大学（仁愛ホール）」において、平成 24 ～ 26

平成 24年度評価員候補者対象説明会

「開会挨拶」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 関口　　修〔短期大学基準協会理事長〕

「新しい第三者評価に臨むにあたって　評価の視点」　 関根　秀和〔第三者評価委員会委員長〕

「『評価員マニュアル』について」　　　　　　　　　　大野　博之〔第三者評価委員会委員〕

「『基準別評価の考え方』について」　　　　　　　　　原田　博史〔第三者評価委員会副委員長〕

「質疑応答」

年度の間に第三者評価を担当予定の評価員候補

者を対象とした「評価員候補者対象説明会」を

開催しました。当日は評価員候補者等約 450

名の出席を得て、下記の説明等を行いまし

た。

●�平成 24 年度第三者評価　評価員研修会を開

催しました

　本協会では、平成 24 年度の第三者評価（評

価校 33 校）を実施するための評価員 145 名を

対象に、7 月 12 日（木）・13 日（金）の 2 日

間にわたり、東京・永田町「都市センターホテ

ル」において「平成 24 年度第三者評価　評価

員研修会」を開催いたしました。当日は下記の

内容の研修を行いました。
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平成 24年度第三者評価　評価員研修会

〈第 1日目〉7月 12日（木）

午前：チーム責任者研修会

　「挨拶」　　　　　　　　　　　　　　関根　秀和氏〔第三者評価委員会委員長〕

　「チーム責任者の役割について」　　　原田　博史氏〔第三者評価委員会副委員長〕

　「基準別評価票の作成について」　　　竹田　貴文　〔短期大学基準協会事務局長〕

午後：評価員研修会

　「挨拶」　　　　　　　　　　　　　　関口　　修氏〔短期大学基準協会理事長〕

　「評価員の役割について」　　　　　　大野　博之氏〔第三者評価委員会委員〕

　「大学改革の動向を踏まえた今後の短期大学について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　田頭　吉一氏〔文部科学省高等教育局大学振興課長補佐〕

　「基準別評価の考え方－区分の評価の考え方について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原田　博史氏〔第三者評価委員会副委員長〕

　「評価様式の取り扱い・事務的な留意事項について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　桜井　一江　〔短期大学基準協会事務局事業課長代理〕

　「第 1回評価チーム打合せ」

〈第 2日目〉7月 13日（金）

評価員研修会

　「基準別評価の考え方－区分の評価の考え方について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原田　博史氏〔第三者評価委員会副委員長〕

　「基準別評価の考え方－各評価の概要Ⅰ（基礎資料・区分・テーマ）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　川並　弘純氏〔第三者評価委員会委員〕

　「基準別評価の考え方－各評価の概要Ⅱ（基準・三つの意見・選択的評価基準）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　麻生　隆史氏〔第三者評価委員会委員〕

　「訪問調査の旅費等について」　　　　竹田　貴文　〔短期大学基準協会事務局長〕

　「第 2回評価チーム打合せ」

　「総括質疑」

　「閉会挨拶」　　　　　　　　　　　　関根　秀和氏〔第三者評価委員会委員長〕

（関根秀和第三者評価委員会委員長の挨拶） （評価チーム打合せの様子）
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平成 25年度

●�平成 25 年度第三者評価の申込みを締め切り

ました

平成 25 年度第三者評価は、去る 6 月 6 日付

で評価の申込み案内を全国の公・私立短期大学

へ送付し、7 月末日に評価の申込みを締め切り

ました。平成 25 年度に評価を受ける短期大学

は、9月の理事会で決定します。

●�「平成 25 年度第三者評価 ALO 対象説明会」

を開催します

本協会では、平成 25 年度に評価を受ける短

期大学の ALO（第三者評価連絡調整責任者）及

び事務局関係者を対象とした「平成 25 年度第

三者評価 ALO対象説明会」を、来る 8月 24 日

（金）に東京・市ヶ谷「アルカディア市ヶ谷（私

学会館）」にて開催します。当日は、自己点検・

評価報告書の記載方法や評価実施に際しての留

意事項などについて説明・質疑応答を行う予定

です。

事業報告・決算報告

●�平成 23 年度事業報告及び決算報告が承認さ

れました

去る 5 月 24 日開催の第 1 回理事会及び 6 月

15 日開催の第 1 回評議員会において、平成 23

年度の事業報告案及び決算報告案が承認されま

した。本協会のウェブサイト（http://www.jaca.

or.jp）にも掲載しておりますので、ご参照くだ

さい。

組織

●理事・監事の辞任及び就任について

去る 6 月 15 日（金）に行われた第 1 回評議

員会において、下記の方々の辞任に伴う理事・

監事の選考が行われ、次の方々が選任され、新

たに就任いたしました。

〈辞任〉

役　職 氏　名 所属機関／職名

理 事 今 城 吉 成 前川崎医療短期大学／学長

理 事 森 脇 道 子 自由が丘産能短期大学　学長

監 事 小 川 道 雄 大阪薫英女子短期大学　理事長・学園長

監 事 湯 浅 茂 雄 実践女子短期大学　学長

〈就任〉

役　職 氏　名 所属機関／職名

理 事 麻 生 隆 史 山口短期大学／理事長・学長

理 事 安　部　恵美子 長崎短期大学／学長

理 事 滝 川 嘉 彦 名古屋文理大学短期大学部／理事長

理 事 湯 浅 茂 雄 実践女子短期大学／学長

監 事 奥 田 吾 朗 大阪国際大学短期大学部／理事長・学園長

監 事 小 口 春 久 日本歯科大学東京短期大学／学長
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平成 23年度事業報告

概要

財団法人短期大学基準協会は、17 年度から平成 22 年度までの第 1 評価期間に 328 短期大学

の第三者評価（認証評価）を実施いたしました。第 2 評価期間の初年度となる平成 23 年度は、

平成 22 年度第三者評価で「評価領域Ⅸ　財務」について課題があり「保留」とした 8 短期大学

について再評価を行い、うち 3短期大学が本協会が定める「短期大学評価基準」を満たしたこと

から適格の認定を行いました。なお、第 2回目の第三者評価の申し込みはありませんでした。

短期大学にかかわる高等教育の調査研究では、短期大学における主体的改革・改善に資する自

己点検方法に関する調査研究として、昨年度に引き続き短期大学の自己点検・評価活動に資する

学生調査の開発を行っています。

なお、本協会は会員制をとっており、平成 23年度末現在の会員は 330 校でありました。

平成 23年度の事業の内容は次のとおりであります。

◇事業内容

１．認証評価機関としての第三者評価の実施

（1）平成 23年度第三者評価の実施

平成 23 年度第三者評価は、平成 22 年度第三者評価で「評価領域Ⅸ　財務」について課題

があり「保留」とした 8短期大学について再評価を行いました。

平成 23 年 2 月 16 日を締め切りに平成 23 年度第三者評価（再評価）の申込受付を行い、9

校の短期大学から申し込みがありましたが、その後、平成 23 年 7 月にうち 1 校から学生募集

停止を理由に評価申し込みの取り下げがありました。これにより、8 校の短期大学を対象に平

成 23 年度第三者評価（再評価）を開始しました。第三者評価委員会では、第三者評価委員会

委員のうちから 9 名の評価員を選出し、評価員 3 名で「評価チーム」を編成（3 チーム）し、

各評価チームが 2 ～ 3 短期大学の評価を担当しました。評価員は、評価校から提出された再

評価のための書類に基づき、書面調査を行いました。評価チームは、評価チームとして領域別

評価票を作成し、第三者評価委員会へ提出しました。

今回の評価では、分科会に代わり財務関係プロジェクト・チームが評価チームから提出され

た領域別評価票について検討を加え、当該評価チームからヒアリングを行った上、機関別評価

原案を作成しました。

第三者評価委員会では、財務関係プロジェクト・チームで作成された機関別評価原案につい

て、審議し、機関別評価案を作成しました。さらに平成 23 年 12 月 15 日に開催された理事会

に機関別評価案の報告を行い、各評価校へ内示しました。今回、第三者評価委員会からの内示

に対して、短期大学から異議申立てはありませんでした。

理事会では、平成 24 年 3 月 15 日、第三者評価委員会から提出された機関別評価案を審議

した結果、3校について、本協会の短期大学評価基準を満たしたことから適格と認定しました。

平成 24 年 3 月 29 日付で「平成 23 年度第三者評価結果報告書」を公表しました。4 月 20

日には適格認定を受けた 3校に適格認定証を贈呈しました。

（2）平成 24年度から適用する第三者評価関連マニュアル等の検討
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平成 24年度から適用する新しい短期大学評価基準等に対応した ALOのための「ALOマニュ

アル」、評価の考え方をまとめた「基準別評価の考え方」及び評価員の役割、評価の方法等を

取りまとめた「評価員マニュアル」等を作成するため第三者評価委員会に「タスクフォース」

を設置し、鋭意検討を行い、これらを策定いたしました。

（3）平成 24年度第三者評価の ALO対象説明会の実施

平成 24年度第三者評価 ALO対象説明会は、平成 24年度から適用する第三者評価の要綱（平

成 23 年 2 月）及び短期大学評価基準（平成 22 年 7 月）を改定し、それに合わせて改正しま

した自己点検・評価報告書作成マニュアル（平成 22 年 9 月）を配布し、その周知を図るため

平成 24 年度評価校及び平成 25 年度以降に第三者評価を受ける短期大学の全てを対象として、

平成 23 年 8 月 23 日（火）13：00 ～ 16：40 にアルカディア市ヶ谷で開催いたしました。説

明会には、204 の会員校から ALO をはじめ教員、事務局職員等の合計 265 名の出席者があり

ました。

（4）平成 24年度第三者評価の準備

平成 24 年度の第三者評価については、平成 23 年 6 月 3 日に全国の短期大学理事長・学長

へ申し込みの通知（申込期限は、平成 23 年 7 月 31 日）をいたしました。これに対し 34 短期

大学から申し込みがありましたが、その後、募集停止を理由に申請の取下げがありましたので、

平成24年度第三者評価は33校を実施することとしています。また、評価員候補者のうちから、

平成 24年度評価員として 150 名を決定し委嘱しました。

（5）その他認証評価に係る事業

　①　認証評価機関連絡協議会共同記者発表について

認証評価機関連絡協議会主催により、認証評価機関 10機関共同（財団法人大学基準協会、

独立行政法人大学評価・学位授与機構、財団法人日本高等教育評価機構、財団法人短期大学

基準協会ほか 6 機関）による平成 23 年度評価結果及びこれまでの認証評価の実施状況等に

ついての報道発表が 3 月 29 日行われ、本協会からは関根秀和第三者評価委員会委員長が出

席し、説明しました。なお、このような共同による記者発表は、認証評価（第三者評価）開

始以来初めて実施されたものです。

２．短期大学が行う自己点検・相互評価活動の促進及び支援

（1）自己点検・評価活動のための情報提供などの支援

自己点検・相互評価推進委員会は、自己点検・相互評価活動の支援として、平成 11 年度以

来毎年度、会員短期大学間で行われた相互評価の成果を合冊・製本して会員短期大学及び関係

機関等に配布していましたが、平成 22 年度から、相互評価報告は従来の冊子による配布に代

えて本協会のウェブサイトに掲載ことにいたしました。平成 23 年度のものとして現在までに

掲載したものは以下のとおりです。

１ 名古屋経営短期大学と高田短期大学（平成 24年 4月掲載）

２ 聖和学園短期大学と佐野短期大学（平成 24年 4月掲載）

３ 修文大学短期大学部と大阪夕陽丘学園短期大学（平成 24年 5月掲載）

（2）短期大学間の相互評価の推進

自己点検・相互評価推進委員会では、短期大学間相互評価の相手校選定支援として、平成

19年度から相互評価実施に関する情報を収集し、希望する会員短期大学に対してそれらのデー

タを提供しています。
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平成 23 年度も、すべての会員短期大学に対して相互評価に関する情報提供への参加意向調

査の通知を 5月に送付したところです。

３．地域総合科学科（総称）の適格認定評価・達成度評価

（1）平成 23年度達成度評価の実施　

平成 23度地域総合科学科に対する達成度評価（1校）

短期大学名 開設学科名

佐賀女子短期大学 キャリアデザイン学科（平成 20年度開設）

自己点検・相互評価推進委員会は、地域総合科学科として適格と認定された学科が完成年度

を経た時点で達成度評価を実施しています。平成 23 年度は、1 短期大学 1 学科（平成 20 年

度開設学科）に対して達成度評価を実施しました。平成 23 年 6 月 22 日の自己点検・相互評

価推進委員会において、教育実績を中心に当該学科の達成度状況などについて審議の結果、一

定の成果を達成していることが確認され、達成度評価報告案として取りまとめられました。

23月 9日 15 日の理事会において、当該学科の達成度評価報告案が承認され、10月 4日、「地

域総合科学科適格認定証」の送付とともに当該短期大学へ通知しました。

（2）今後の地域総合科学科の在り方についての検討

地域総合科学科の在り方及び適格認定評価については、平成 22 年 3 月から検討を重ねてき

ましたが、昨年度の平成 23 年 2 月及び 3 月開催の理事会に引き続き、平成 23 年 6 月開催の

自己点検・相互評価推進委員会において「地域総合科学科についての論点整理」を基に今後の

方向性について意見交換を行いました。さらに、平成 23 年 9 月 15 日には自己点検・相互評

価推進委員会と第三者評価委員会の委員による会合を行い、平成 24 年 2 月 17 日には正副理

事長及び担当理事による意見調整を行いました。それらを基に平成 24 年 3 月 15 日の理事会

において下記の方向性について確認し、今後日本私立短期大学協会とも連携してさらに検討を

進めて行くこととなりました。

（今後の方向性）

Ⅰ�．地域総合科学科の適格認定学科と、それに類似する非認定学科の両者を、共通理解の下に

1つにまとめ直す。

Ⅱ�．さらに、個々の学科ではなく短期大学全体として地域社会と連携した活動を行うなど地域

総合科学科の要件を満たしている場合には、当該短期大学がコミュニティ・カレッジ（日本

型）の名称を使用することができるものとする。

　（日本私立短期大学協会とも調整し、必要があれば共同で文部科学省と協議し、了解を得る。）

Ⅲ�．第三者評価と矛盾なく当該短期大学・学科の質保証が可能な評価体制を確立する。

４．短期大学に関わる高等教育の調査研究

（1）短期大学における主体的改革・改善に資する自己点検方法に関する調査研究

①　短大生調査 2011 年：「大学生調査研究プログラム」（JCIRP）協力調査研究

この調査は、「短期大学における主体的改革・改善に資する自己評価方法に関する調査研究」

を重点課題として掲げる本基準協会調査研究委員会が、山田礼子同志社大学教授をリーダー

とする「大学生調査研究プログラム」（Japanese Cooperative Institutional Research Program,

（JCIRP）の研究開発に協力する形で行っています。

昨年度の第 4回の調査では、参加校に実費負担していただくことで校数と件数のいずれも

上限を設けずに実施し、その結果、ご希望全校の 34 校（9637 件）にご参加いただくこと
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ができました。この結果は参加校に対して本年 1 月に個別集計結果データを送付しました。

また、全体の調査結果は、最終報告書が本年 10月初旬にまとまる予定です。

５．短期大学に関する資料等の刊行及び会報の発刊

（1）ニューズレターの発刊

本協会の広報委員会は、年 4回会報「ニューズレター」を刊行し、会員校はじめ関係者に本

協会の活動等についてお知らせしています。平成 23 年 4 月発刊の第 54 号からは、デザイン、

構成、紙質などをリニューアルしました。平成 23 年度は次のとおり第 57 号までを発刊しま

した。なお、バックナンバーは、本協会のウェブサイトに掲載しています。

○第 54号（平成 23年 4月発刊）

　・論説

　　「評価員を経験して」　佐々木　直、松田寿一

　　「三回の評価を振り返って」　佐藤勝彦

　・協会から

　　「短期大学第三者評価　第 1クールを終えて」　福井　有

　・基準協会の動き

　　�　平成 22 年度第三者評価結果を公表、平成 22 年度補正予算を承認、平成 23 年度事業計

画及び収支予算が決定、任期満了に伴う次期役員及び評議員が決定、各種委員会の次期委

員が決定、「短大生調査（JJCSS）」の実施、会報のリニューアル、本協会事務局長の交代

○第 55号（8月発刊）

　・論説

　　「第三者評価で得たもの」　一色　尚

　　「ALOを経験して」　福地昭輝

　・協会から

　　「課題取り組みを支援する第三者評価」　森脇道子

　・基準協会の動き

　　�　平成 22 年度第三者評価適格認定証の贈呈式の挙行、平成 23 年度の評価校を決定、平

成 24年度第三者評価の申込みを締め切り、「平成 24年度 ALO 対象説明会」の開催、平成

22年度事業報告及び決算報告が承認、会員短期大学の状況、川並弘昭先生を偲んで

○第 56号（10 月発刊）

　・論説

　　「第三者評価で得たもの」　福原弘之

　　「ALOを経験して」　柳澤秋孝

　・協会から

　　「新しい「文化」の再構築に向けて―問題意識、教育理念、個性化―」　関根秀和

　・基準協会の動き

　　�　平成 24 年度第三者評価　評価校が決定、ALO 対象説明会を開催、平成 20 年度開設の

地域総合科学科に対する達成度評価を実施、平成 22 年度の相互評価実施校の追加、会員

校の状況、山内昭人先生に感謝状を贈呈

○第 57号（平成 24年 1月発刊）

　・論説

　　「第三者評価で得たもの」　赤木忠厚

　　「ALOを経験して」　塚田三香子
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　・協会から

　　「第 2周期の第三者評価を迎えるにあたって」　上平幸好

　・基準協会の動き

　　�　短大生調査 2011 年（JJCSS2011）を実施、一般財団法人への移行認可申請、本協会のウェ

ブサイトをリニューアル、各種委員会の次期委員候補者へ委員委嘱

（2）第三者評価結果報告書の刊行

上記 1 －（1）のとおり、「平成 23 年度第三者評価結果報告書」を作成し、会員校及び関係

機関等に配布し、ホームページにも掲載しました。

（3）短期大学学生に関する調査（2010 年）結果報告の刊行

調査研究委員会が平成 20 年度から行っている短大生調査は、第 3 回目の調査結果を「短期

大学学生に関する調査研究―2010 年 JJCSS 調査全体結果報告―」としてまとめ、会員校及び

関係機関等に配布し、ホームページにも掲載しました。

（4）短期大学間相互評価報告書のホームページへの掲載

上記 2 －（1）のとおり、平成 23 年度分の相互評価報告について 3 組の成果を掲載してい

ます。

６．その他目的を達成するために必要な事業

（1）公益法人制度改革に伴う本協会の一般財団法人への移行の申請

平成 21 年 9月の第 22 回理事会において、平成 23年度に一般財団法人への移行申請を行う

ことが了承され準備が進められました。平成 23年 5月 26 日に開催された第 13回評議員会及

び第 31 回理事会において、①一般財団法人の移行登記の日以降に評議員に就任すべき最初の

評議員の選任方法については、文部科学省の認可を受ける必要があり、最初の評議員選定委員

会を設置して選任する方法が承認され、また、②機関設計案及び定款案が承認されました。６

月 23日に文部科学省へ最初の評議員選定委員会を設置して選任する方法を申請し、7月 12 日

付で文部科学大臣の認可を受けました。7 月 28 日に最初の評議員選定委員会を開催し、最初

の評議員候補者 14名（後日、1名の就任辞退があり 13名になりました。）を選任しました。

最初の評議員選定委員会委員

氏　名 所属機関・職名

鈴　木　利　定 群馬医療福祉大学短期大学部　理事長・学長

齋 藤 力 夫 永和監査法人　会長

竹 田 貴 文 財団法人短期大学基準協会　事務局長

岡 本 和 夫 独立行政法人　大学評価・学位授与機構　理事

水 野 英 樹 水野法律事務所　弁護士

９月 8 日に開催された第 5 回臨時評議員会において、①一般財団法人への移行登記の日か

ら就任する最初の理事及び監事候補者 20 名を選任し、②一般財団法人への移行認可申請に関

する作成書類案が承認されました。9月 15 日に開催された第 32回理事会では、①一般財団法

人への移行登記の日から就任する最初の代表理事 3名を選任し、②移行認可申請に関する作成

書類案が承認されました。9 月 22 日に内閣府へ電子申請による一般財団法人の移行認可申請

を行いました。10月3日及び12月27日に内閣府より、提出した定款案に関し修正要請があり、

５月の評議員会及び理事会において、定款案に細部の修正が必要な事情が発生した際は、理事

長に一任することが了承されていますので、理事長の了解を得て定款案を修正して内閣府に提
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出しました。平成 24 年 1 月 13 日に内閣府公益認定等委員会から認可の基準に適合するとの

答申が出され、3 月 21 日に内閣総理大臣の認可書が交付されました。これに基づき、４月１

日付をもって移行登記を完了し、一般財団法人短期大学基準協会として発足いたしました。

新法人の評議員及び理事・代表理事・監事は、次のとおりです。

評　議　員

氏　名 所属機関・職名

大 塚 雄 作 京都大学　高等教育研究開発推進センター　教授

香 川 達 雄 女子栄養大学短期大学部　理事長

片 岡 一 忠 高知学園短期大学　学長

片 桐 武 司 中部学院大学短期大学部　理事長

髙 坂 祐 夫 大阪信愛女学院短期大学　学長

小 林 雅 之 東京大学　大学総合教育研究センター　教授

今 野 雅 裕 政策研究大学院大学　副学長・教授

西 塔 正 一 釧路短期大学　理事長・学長

鈴 木 利 定 群馬医療福祉大学短期大学部　理事長・学長

中 野 正 明 華頂短期大学　学長

中　村　　　覺 八戸短期大学　理事長

室 井 廣 一 東筑紫短期大学　学長

山 本 眞 一 広島大学　高等教育研究開発センター　教授

理事・代表理事・監事

役　職 氏　名 所属機関・職名

理 事 長
代表理事

関 口 　 修 郡山女子大学短期大学部　理事長・学長

副理事長
代表理事

末 岡 熙 章 名古屋経済大学短期大学部　理事長・学長

副理事長
代表理事

関 根 秀 和 大阪女学院短期大学　理事長・学長

理 事 一 谷 宣 宏 園田学園女子大学短期大学部　理事長

理 事 今 城 吉 成 川崎医療短期大学　学長

理 事 上 平 幸 好 函館短期大学　学長

理 事 工 藤 智 規 東京電機大学　監事

理 事 小 出 忠 孝 愛知学院大学短期大学部　学院長・学長

理 事 佐久間　勝　彦 千葉経済大学短期大学部　理事長・学長

理 事 佐々木　公　明 霞が関法律会計事務所　弁護士

理 事 清 水 一 彦 筑波大学　理事・副学長

理 事 舘 　 昭 桜美林大学大学院　教授

理 事 ジョイス津野田幸子 聖徳大学　学長補佐・教授

理 事 原 田 博 史 岡山短期大学　理事長・学長
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理 事 福　井　　　有 大手前短期大学　理事長・学長

理 事 福 元 裕 二 西九州大学短期大学部　理事長・学長

理 事 森 脇 道 子 自由が丘産能短期大学　学長

監 事 小 川 道 雄 大阪薫英女子短期大学　理事長・学園長

監 事 齋 藤 力 夫 永和監査法人　会長

監 事 湯 浅 茂 雄 実践女子短期大学　学長

（2）ホームページの整備充実

広報委員会において準備が進められていましたホームページのリニューアルにつきまして

は、8 月に本協会の事業活動の概要の英語版が完成したのでホームページに掲載しました。そ

の後、デザイン、構成などリニューアル案の検討が行われ、平成 24 年 4 月 1 日にリニューア

ルされたホームページを公表しました。

（3）認証評価機関連絡協議会への参画

平成 23 年 11 月 11 日に開催された第 3 回認証評価機関連絡協議会（本協会を含む認証評価

機関 10 機関で組織）において、①各認証評価機関が大学・短期大学に提出を義務付けている

教育情報（提出必須データ）については、専任教員数、入学定員、収容定員、入学者数など共

通して必須としているデータもあるので、一定の共通化・共有化が可能か、今後具体的に検討

することになりました。②各認証評価機関の評価結果における優れた取組・長所に関しての情

報を積極的に発信することとなり、具体的には、優れた取組・長所に関して各認証評価機関が

合同で記者会見を行うことが申し合わされました。その後、協議会内にワーキンググループが

設けられ、認証評価で使用する教育情報に関する一定の共通化・共有化、優れた評価結果・取

組みを行う大学情報の積極的な発信方法等について検討が行われることになりました。なお、

ワーキンググループには本協会から大野博之第三者評価委員会委員が参加しています。また、

協議会では 3 月 29 日に文部科学省の記者会見室にて共同記者発表を開催し、本協会からは関

根秀和副理事長が出席して、平成 23 年度第三者評価結果及びこれまでの認証評価の実施状況

等について発表しました。

（4）東日本大震災への対応

東日本大震災で被災された会員短期大学に対して、理事長名でお見舞いの文書を発出すると

ともに、建物が損壊するなど多大な物的被害が生じた短期大学 7校に対して会費の全額免除又

は半額免除を行いました。

（5）山内前理事への感謝状贈呈

9月 15 日に開催した第 32回理事会において、永年本協会の第三者評価システムの構築等に

多大な貢献をされた山内昭人先生（香蘭女子短期大学　教授・学園顧問）に名誉理事の称号及

び感謝状を贈呈しました。

（6）認証評価機関事務連絡会の実施

本協会では、認証評価事業を実施している独立行政法人大学評価・学位授与機構、財団法人

大学基準協会、財団法人日本高等教育評価機構の 3 機関と定期的（年 4 回）に「機関別認証

評価制度に関する連絡会」を開催して、評価事業の現状報告、今後の予定、当面する諸問題な

どについて情報交換を行いました。
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A
(単位：円）

一般会計 適格特別会計 内部取引消去 合   計

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

現金預金 34,309,409 0 0 34,309,409

前払金 521,280 0 0 521,280

        流動資産合計 34,830,689 0 0 34,830,689

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

基本財産引当資産 100,000,000 0 0 100,000,000

        基本財産合計 100,000,000 0 0 100,000,000

    (2) 特定資産

退職給付引当資産 23,211,194 0 0 23,211,194

減価償却引当資産 5,656,404 0 0 5,656,404

評価事業引当資産 109,000,000 0 0 109,000,000

        特定資産合計 137,867,598 0 0 137,867,598

    (3) その他固定資産

建物付属設備 623,309 0 0 623,309

什器備品 1,142,929 0 0 1,142,929

保証金 7,920,000 0 0 7,920,000

        その他固定資産合計 9,686,238 0 0 9,686,238

        固定資産合計 247,553,836 0 0 247,553,836

        資産合計 282,384,525 0 0 282,384,525

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

未払金 2,710,174 0 0 2,710,174

預り金 384,702 0 0 384,702

        流動負債合計 3,094,876 0 0 3,094,876

  ２．固定負債

退職給付引当金 23,211,194 0 0 23,211,194

        固定負債合計 23,211,194 0 0 23,211,194

        負債合計 26,306,070 0 0 26,306,070

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

寄付金 100,000,000 0 0 100,000,000

        指定正味財産合計 100,000,000 0 0 100,000,000

　　　  （うち基本財産への充当額 ） （ 100,000,000 ） 0 0 （ 100,000,000 ）

  ２．一般正味財産 156,078,455 0 0 156,078,455

        （うち特定資産への充当額 ） （ 114,656,404 ） 0 0 （ 114,656,404 ）

        正味財産合計 256,078,455 0 0 256,078,455

        負債及び正味財産合計 282,384,525 0 0 282,384,525

貸借対照表総括表

平成24年 3月31日現在

科        目
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一般会計 適格認定特別会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

基本財産運用益 [ 320,000 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 320,000 ]

基本財産受取利息 320,000 0 0 320,000

特定資産運用益 [ 277,434 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 277,434 ]

特定資産受取利息 277,434 0 0 277,434

受取会費 [ 85,049,700 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 85,049,700 ]

受取会費 85,049,700 0 0 85,049,700

雑収益 [ 1,525,410 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 1,525,410 ]

受取利息 9,636 0 0 9,636

雑収益 1,515,774 0 0 1,515,774

他会計からの繰入額 [ 0 ] [ 205,308 ] [ △ 205,308 ] [ 0 ]

適格認定一般会計繰入額 0 205,308 △ 205,308 0

87,172,544 205,308 △ 205,308 87,172,544

事業費 [ 78,142,761 ] [ 205,308 ] [ 0 ] [ 78,348,069 ]

人件費 48,661,535 0 0 48,661,535

第三者評価費 6,331,906 0 0 6,331,906

自己点検・相互評価費 115,258 0 0 115,258

適格認定費 0 205,308 0 205,308

調査研究費 2,127,193 0 0 2,127,193

3,067,151 0 0 3,067,151

17,839,718 0 0 17,839,718

管理費 [ 33,221,922 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 33,221,922 ]

人件費 24,237,457 0 0 24,237,457

理事会・評議員会費 1,580,651 0 0 1,580,651

事務費 7,403,814 0 0 7,403,814

他会計への繰出額 [ 205,308 ] [ 0 ] [ △ 205,308 ] [ 0 ]

適格認定特別会計繰出額 205,308 0 △ 205,308 0

111,569,991 205,308 △ 205,308 111,569,991

△ 24,397,447 0 0 △ 24,397,447

0 0 0 0

固定資産除却損 [ 6,914 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 6,914 ]

什器備品除却損 6,914 0 0 6,914

6,914 0 0 6,914

△ 6,914 0 0 △ 6,914

△ 24,404,361 0 0 △ 24,404,361

180,482,816 0 0 180,482,816

156,078,455 0 0 156,078,455

Ⅱ　指定正味財産増減の部

0 0 0 0

100,000,000 0 0 100,000,000

100,000,000 0 0 100,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 256,078,455 0 0 256,078,455

正味財産増減計算書総括表

平成23年4月1日から平成24年3月31日まで

（単位:円）

（２）経常費用

事業諸経費

経常費用計

科　　目

１．経常増減の部

（１）経常収益

経常収益計

広報啓発活動費

（２）経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

当期経常増減額

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高
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論説

平成 24 年度からの自己点検・評価と第三者評価

一般財団法人短期大学基準協会　第三者評価委員会　委員　
聖徳大学短期大学部　理事長・学長　　　　　　　　　　　

川　並　弘　純

は じめに

現在、平成 24 年度から短期大学基準協会が

10 の評価領域から 4 基準に改正された第 2 評

価期間の第三者評価を、33 校の評価校が受け

ています。評価校から提出された自己点検・評

価報告書（以下「報告書」）を概観すると、評

価基準が新しく変わったために、新たな自己点

検の視点と評価方法を持つことが要求されてい

るので、それぞれの記述に関して工夫と努力の

跡が見られます。これから評価を進めて行くの

で、それぞれの内容に踏み込んで書くことは避

けたいと思いますが、本学も本年度の評価を受

けておりますので、この寄稿では、新基準の『自

己点検・評価報告書作成マニュアル』に沿った

報告書の作成について、本学の経験を基にして

それぞれのポイントを挙げて述べていきます。

1 �基礎資料について

まず、前段で記述する基礎資料ですが、年限

を定めて記述する項目のいくつかに、対象年度

を誤解する可能性があります。経年 5 年間で

記載するものは、自己点検・評価実施年度から

起算して過去5年となっていますが、入学定員・

入学者数・入学定員充足率／収容定員・在学者

数・収容定員充足率は、第三者評価を受ける年

度を含めて 5 カ年であります。また、単年度

の実態を記載するものは、第三者評価を受ける

年度の 5月 1日現在となっています。

ここで、間違わないで頂きたいのは、基準Ⅲー

Ａー1の評価のための観点 (2) で求められている

教員組織は、自己点検・評価の対象年度の 5月

１日現在となっていることです。記載する基準

年度が変わっているのでこのことはご注意お願

いしたいと思います。なお、教員組織の概要の

表における短期大学設置基準で定める教員数に

「（イ）学科の種類及び規模に応じ定める専任教

員数」と「（ロ）短期大学全体の入学定員に応

じ定める専任教員数」がありますが、（ロ）の

解釈の違いから教員数（教授数を含む）が設置

基準を満たさない状態になることもあるので、

次年度から当該表の記述欄に変更を加え、混乱

が少なくなるように工夫したところでありま

す。

2 �報告書作成上の注意事項について

つぎに、報告書の作成上の注意事項です。従

前は、観点毎に記述を積み上げる方式でした

が、新基準では、区分の観点を点検評価した結

果をまとめて記述し、テーマには「まとめて記

述された複数の区分」をまとめて記述し、基準

同様に「複数のテーマ」をまとめて記述すると

いう仕組みになっています。観点毎の評価を列

挙した記述は求めてはいないので、もしそうで

あれば評価校は記述の変更を求められることに

なります。なお、観点については、評価基準の

変更による混乱を極力避けるという意味におい

ても、第 1 評価期間の 10 の評価領域に定めら

れたものをすべて、4 つの基準に再配置した状

態となっています。今後、観点の見直しも視野

に入れておく必要があると思慮されます。

新基準の第三者評価は、ある一定の期日にお

ける事実を列記するだけでなく、実際に行なわ
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れている教育活動において、課題を発見し、そ

れを如何に改善するかという計画を立て、そ

の計画に基づいて改善した結果が、どのように

改善されたかを確認して、さらに良くなるよう

に改善計画を変更し、実行を続けるという、い

わゆる PDCA サイクルと言われている状態にあ

ることを確認することに重点が置かれていま

す。なかなかその考え方の変化に対応できずに

定点評価にとどまっている報告書も見られまし

たが、これについては評価が進むにつれて、そ

れぞれ理解して頂けるようになると思っていま

す。

本年度評価を受ける 33 校の報告書をざっと

拝見させて頂いたところ、それなりに工夫をさ

れ、当初予定した報告書に近いものになってい

ることを喜ばしく思っております。なお、多く

の会員校から報告書を作成するに当たり、報告

書のひな形のようなものを示して欲しいとの要

望もありましたが、それぞれの短期大学の個性

を報告書に記述して頂くために敢えて提示する

ことを控えてきました。このこともそれぞれの

短期大学の特徴を著した報告書になっているこ

とに資していると考えられます。

3� �本学の経験から

さて、本学の報告書作成に際して起きたこと

について、ALO とのやり取りを元に具体的に

記述したいと思います。

まず、観点を整理して区分毎にまとめる際に、

課題が見つからないという問題点に直面しまし

た。現状に満足していて改善事項を見つけるこ

とが出来なくなり、そのことにより、さらに現

状把握を難しくしていることと思われました。

現実問題として、保育科は入学定員の 98％、

総合文化学科は入学定員の 55％の充足率であ

るので、課題がないとは考えられませんが、課

題がないことを良いことと処理をするように思

考が働くことは、人間の習性かもしれません。

しかしながら、自己点検を続ける課程で「足

りないものはない」という評価に満足するので

はなく、さらに良い教育活動を目指すという視

点を加えることにより、積極的に課題を見つけ

出し、改善計画、行動計画を策定することが出

来るようになりました。本学では、平成 15 年

に学園全体で ISO9001（教育の質マネジメント

システム）を取得し、毎年のマネジメントレ

ビュー、5 年に 1 回の全体の方向性の確認をし

てきましたが、同じ PDCA サイクルによる動的

評価であるにも係わらず、自己点検・評価とな

ると別のものを思い込んでしまうと言う点か

らも、本学における ISO9001 マネジメントレ

ビューのより実質化が必要であると痛感しまし

た。

つぎに、改善計画と行動計画が整理しきれな

い場面が多々ありました。改善計画の中に行動

計画が入ってしまったり、行動計画を立案でき

なかったり、といった事態が生じたようです。

これは、改善すべき問題点の本質を見つけ出す

ことが出来なかったことに起因するものと思わ

れます。よりよい教育を目指して、教育内容・

方法・手段・時期等を改善するために検討する

に当たり、何をどのように改善するかを明確に

しておかないと行動計画が立てられなくなりま

す。改善後の達成度の指標が漠然としたイメー

ジであると、改善計画の中に行動計画らしきも

のが紛れ込んでも違和感を感じなくなってしま

うと思われました。

特に基準ⅠーAー1 の評価のための観点（4）

建学の精神を定期的に確認している項目におい

ては、その確認のサイクル及び回数について、

議論がありました。日頃の教育実践を行なうに

当たり、建学の精神が果たす役割、位置付けを

確認するためには良い機会になったのではない

かと思われます。本学の創立者は「建学の精神

は不変であるが、それを実現する教育実践は時

代とともに変わっていく」と申しておりました

が、まさしくそのことに直面したことになりま

した。日々の教育実践においても建学の精神と
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どのように関連しているかを考える機会となり

ました。

また、区分、テーマ、基準とまとめていく過

程で、同じようなことを何度も繰り返し記述す

ることにもなりますが、基準に近づくにつれて、

それぞれの教育実践と課題のエキスが集約され

ていくことになる訳であり、集約が十分に出来

ずに、それぞれの記述が膨らんでしまう部分が

見られました。これについては、今後の見直し

により収束していくものと思われます。

報告書は、評価項目の重複を避け、毎年自ら

点検・評価しやすいように考えて作成したもの

ですが、作成してみたところ、テーマ、基準と

何度も同じようなことをまとめて書く機会が増

えてしまっているので、毎年の自己点検・評価

は区分毎にまとめる等の短期大学の事情に合せ

て工夫する必要があると思われます。

お わりに

最後に、私としては、第 2 評価期間の評価

基準作成作業を進める過程で ISO9001 の PDCA

のサイクルをイメージして、それぞれの小さな

サイクルから大きなサイクルまで、それぞれが

関連し合い、改善のためのサイクルが出来ると

イメージしていました。しかし、ALO との作

業を通して、ISO9001 を経験しているにもかか

わらず、観点の中身や文言一つひとつに気を取

られてしまい改善のサイクルを意識することが

出来なくなってしまいました。この点について

は、より自己点検・評価を行ないやすいものに

改善して行く必要があると考えています。

英語の車内放送――誰のために？

新渡戸文化短期大学　学園長　　森　本　晴　生

駅でも車内でも乗客に対して案内放送があります。もちろん日本語です。案内表示が見当たらないとき

や、見ることができない視覚障害者には、案内放送は効果的です。

駅では電車や列車の行き先、発車時刻、発車番線、駅内の施設の案内などをしています。車内では、行

き先、次の停車駅や到着時刻、乗換情報などを教えてくれます。この日本語の案内放送のあとで、英語の

案内放送をすることが30年ぐらい前から多くなってきました。さらに地域によっては、英語の他に中国語、

韓国語、ロシア語での案内表示や案内放送もあります。これで外国人旅行者には、日本は旅行しやすい国

になっていくようです。

英語圏以外の国に行った場合、その国の言葉で案内放送をしています。正確に言うと、言葉が分からな

いから「案内放送をしているらしい」と思っています。そのほかに、英語の放送があると意味が多少は分

かります。日本語の放送をしているのは、日本から直行便が行っている空港ぐらいで、その国の国内線で

は英語放送もほとんどなく、日本語放送はありません。

ところで、日本での英語の案内放送を聞いていると、これでは英語を普通に使えない人には分からない

だろうと気づきました。発音はきれいですし、言い回しにもあまり問題は感じませんが、話すのが速すぎ

るので理解できないのです。韓国に行った場合に、韓国語と英語とで普通の速さの案内放送があったとき、

韓国語も英語も理解できない日本人が多く、困るだろうと推測できます。日本の駅や電車での英語放送は、

かなりの数の外国人の乗客に対して「通じない案内放送」となっています。

成田国際空港では、案内放送は日本語と英語です。特徴的なのは、英語の放送が非常にゆっくりしてい

ることです。つまり、外国人旅行者が非常に多いので、英語なら多少は分かるという旅行者のためにゆっ

くり話しているのです。これと比べて、日本の駅や電車の案内放送は、形式的に、世間の動きに従って、

英語でも放送していて、外国人があまりいないので苦情が出てこないのでしょう。

ひるがえって、学校で学生に指示する場合の教職員の話し方は、学生に理解できるようになっているの

でしょうか。私自身、短期大学生とは 40年以上も年齢差があるので、単語も用法も違っているはずです。

心を込めて話しても学生には通じていない、学生は聞いて分かったとしても私の意図を取り違えているこ

とが多いのだろうと、反省する毎日です。

随　想
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短期大学の最大の特徴は何と言っても就学期間が

２年及び 3 年間の高等教育機関であると言うことだ

と思います。各短期大学は自分の短期大学が高等教

育機関に相応しいかどうか、常に自から点検・評価

し、一方、短期大学基準協会は各短期大学が高等教

育機関として当然満たしていなければならない基準

と照らし合わせ、適否を第三者評価と言う形で決め

ています。

しかし、世の中は大変厳しいもので、こうした第

三者評価で適格認定を受けたからと言って必ずし

も、社会から認められたという事にならないのです。

最も大きなチェックポイント、もしくは保護者の関

心事は自分の子供がその短期大学を卒業して就職が

できるかと言うことです。

最近は教育研究の質の向上と言うことが盛んに言

われ、各短期大学も大変な努力をしていますが、そ

れが必ずしも就職に結びついていないことも確かで

す。そして、就職が出来ない短期大学には学生は集

まって来ないのも事実です。

最も重要な事は 2 年及び 3 年間と言う短期間で、

社会が実力を認める職業人として学生を教育訓練す

ることだと思うのです。確かに教育の途中経過にあ

る多くの基準を守ると言うことも大事ですが、短期

大学の使命は学生を職業人にするという最終結果に

かかっていると思うのです。主役は学校ではなく学

生なのです。

就職率を良くするためには、世の中がどのような

職業人を要求しているかを、産業界や官公庁、教育

界等の情報で常に調べることが必要であり、地域の

職業人を育成することが目的であれば、地域の企業

や自治体と連携する必要もあります。そして、小回

りが利く短期大学はそうした社会の要請に応じて専

門を変更することも必要だと思います。

本学園の場合は短期大学の方が四年制大学を卒業

するより、学習の密度が高いので大変だと言われて

いますが、社会人のクラスを創ったところ、東大、

六大学など一流大学出身の卒業生も入ってくれまし

た。一般の社会人も沢山入ってくれています。

各短期大学の将来の発展のためには、自己点検・

評価と第三者評価により短期大学の基準を満たすと

言うことは基本ではありますが、それだけでは社会

から認められないと言うことです。やはり、2 年及

び 3年間と言う期間を最大限に活用し、学生に最高

の学習環境を与え、安い教育費で、四年制大学以上

に密度の高い教育を行い、徹底的に職業人を養成し

て社会に供給することだと思います。これは又、日

本には極めて少ない社会人の生涯学習にも大きく寄

与すると思います。そうすれば現代の日本に於いて

も短期大学の役割は十分に果たせるのです。

一般財団法人短期大学基準協会　評議員

女子栄養大学短期大学部　理事長

香　川　達　雄

協会から

日本社会における短期大学の役割

ロンドンオリンピックが終わり、パラリンピックが始まりました。オリン

ピックでは、初めはメダルがなかなか取れないという状況が続いていましたが、

日本選手団は 38 個のメダルを得て、これまでの最多だった 2004 年のアテネ

オリンピックでの 37 個を上回りました。関係者のご努力に敬意を表します。

本協会は、第二周期の第三者評価が始まり、評価員による訪問調査も間もな

く始まろうとしています。さらに平成 25 年度の評価は、すでに申し込みが終

わり、9 月には評価校が決まります。新しい形式での評価が順調に進み、前よ

り良くなったという評判となることを願っています。皆さまのご支援をお願い

いたします。 （ＰＨＭ）

編集後記
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